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1. 調達ガイドラインの目的 

区では、主要な基幹システム*をホストコンピュータ*上に構築し、長らく一社独占体制による

運用を行ってきたため、情報システム調達における競争原理が働かず、IT*投資コストが高止まり

するという状況に置かれている。このため、区では、複数の業者が参入することで競争によって

コスト削減を図ることを目的として、情報システムを再構築することを決定し、そのための基本

計画である、「豊島区情報システム再構築ガイドライン」を策定した。 

しかし、職員に競争原理を働かせた情報システムの調達を実施するための知識や経験が蓄積さ

れていないことに加えて、各課が独自の方法で情報システムを調達すると、結果的に無駄の多い

情報システムを導入することになる。 

そこで、「豊島区情報システム再構築ガイドライン」の策定に合わせて、職員が情報システム

を調達する上での標準的な手法を確立し、全体最適な情報システムを導入するために、「調達ガ

イドライン」を策定することとなった。 

本ガイドラインは、情報システムの調達において、安易に随意契約をすることなく、業者間の

公正かつ公平な競争を促し、効率的で高品質な情報システムを調達することを目的としている。 
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2. 情報システム調達における基本方針 

2.1 情報システムの全体最適化 

情報システムの導入にあたっては、主管課にとって最適なシステムとするのではなく、区に

とって最適なシステムとすることで全体の最適化を図る。 

主管課が独自に区の標準から外れたシステムを導入すると、無駄な資源や運用コストが発生

することになり、区全体としてのシステム関連経費が増大する。このため、情報システムの調

達においては、特別な理由がない限り、区標準を採用することを原則とする。 

 

2.2 調達プロセスの標準化 

主管課で情報システムの調達を担当する職員が、情報システムに関する深い知識がない場合

でも標準的な調達手法を実施することができるよう、調達プロセスの標準化を行う。 

さらに、調達プロセスを標準化することにより、職員が情報システムの調達作業を行う際に

他職員や情報管理課からのアドバイスを受けやすくなることに加えて、業者が区の調達プロセ

スを理解して適切な時期に適切な提案・見積を提示することができるようになるという効果も

期待できる。 

 

2.3 IT投資コスト削減 

情報システムの調達においては、「調達ガイドライン」のみではなく、「再構築ガイドライ

ン（基幹システムのオープン化*）」、「システム共通基盤*」のすべてを有効活用することに

より、相乗的なコスト削減効果が現れ、IT投資コストの削減が図られる。 

 

2.4 本ガイドラインの対象システム 

本ガイドラインは、基幹システムや個別システム*等、全ての情報システムを対象とする。 

また、本ガイドラインに沿った標準的な調達を実施することにより、システムの無駄を省き、

セキュリティの確保を図り、競争原理を働かせた情報システム調達を実施する。 

 

2.5 情報システムの調達手法 

情報システムの調達においては、単に価格により決定するのではなく、業者の技術力やシス

テム開発の実現性などについても評価を行なうことが必要であるため、プロポーザル*を実施

することが望ましい。 

 

2.6 調達の支援 

情報システムの調達にあたっては、情報管理課が外部専門家の知識なども活用し、主管課の

調達作業に対する支援を行う。 
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調達ガイドライン

・調達プロセスの標準化
・全体最適化（技術標準への適合）

・システム連携コストの削減
・共通機能およびデータベースの
共通化によるコスト削減

・一社独占体制からの解放
・オープン化による運用コスト削減

システム共通基盤
再構築ガイドライン
（基幹システム
のオープン化）

 
図 1 IT投資コスト削減の手段 
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実行手順編 

情報システムライフサイクルについて 

地方公共団体における情報システムは、以下の 7段階を経て再び先頭に戻るライフサイクル*を

繰り返すものと考えられている。 

また、情報システムライフサイクルの各段階の定義を表 0-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 0-1 情報システムライフサイクルの定義 

項番 段 階 定 義 主管課 
情報管理課 

（＋外部専門家） 
業者 

① 企画構想 システム開発の目的を明確にし、

想定される経費、投資効果、スケ

ジュ－ルなどの基本計画を策定す

る段階 

※原則として RFI*を実施する 

• 要件定義書の作成 

• RFI実施要領の作成 

• RFI回答用紙の作成 

• RFI結果の分析 

• 要件定義書の作

成支援 

• RFI作業の支援 

• RFI回答の作成

② 事前評価 構築するシステムに投資効果があ

り、豊島区の技術標準（オープン

化、共通基盤等）と適合している

ことを確認する段階 

• 情報システム検討依

頼書の作成 

• 情報システム検

討依頼書の作成

支援 

• 情報システム検

討結果の作成 

 

③ 調達 情報システムの仕様を提示した上

で、業者に提案と価格を競わせ、

最適なシステムを提案した業者と

契約する段階 

• 調達仕様書の作成 

• 企画提案実施要領の

作成 

• 調達資料の作成

支援 

• 提案書の作成 

• 見積書の作成 

④ 詳細設計 

・開発 

開発を委託した業者がシステムを

開発している間、納期どおりにシ

ステムが納品されるように業者を

監督する段階 

• プロジェクト管理 • プロジェクト管

理支援 

• 進捗管理 

• 仕様管理 

• 課題管理 

⑤ 事後評価 システムが仕様どおりに稼動し、

設計書等が適切に記述されている

ことを確認する段階 

• システム検収 • システム評価 • 納品物一式の

作成 

⑥ 保守・ 

運用 

システムを利用する段階 

※機能拡張（法改正への対応など）

や、障害発生時の対応も行う 

• 仕様変更依頼 

• 業務アプリケーショ

ン*障害連絡 

• ハードウェア障

害連絡 

• 保守・運用報告

• 障害対応報告 

• 改修報告 

⑦ システム

監査 

企画構想段階で期待したシステム

導入効果が達成されたかどうかを

確認する段階 

• システム効果分析 • システム効果分

析の支援 

• システム監査 

 

③

調

達

段

階

①
企
画
構
想
段
階

⑦
シ
ス
テ
ム
監
査
段
階

②
事
前
評
価
段
階

④
詳
細
設
計
・
開
発
段
階

⑤
事
後
評
価
段
階

⑥
保
守
・
運
用
段
階

システム更新の場合
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ライフサイクルに対応した作業フロー 

 

※以下の情報システムについては、行政情報化検討委員会および行政情報化推進本部の承認が必要となる。 

 ・開発経費が 4,000万円以上または保守運用経費が年間 1,000万円以上の情報システム 

 ・複数の課に関係する情報システム 

 ・全庁に関係する規定や基準などの改正等が必要となる情報システム 

調達

情 

報 

管 

理 

課 

主 

管 

課 

契 

約 

課 
契約締結

④ 詳細設計 ・開発 ⑤事後評価 ⑦システム監査

企財
画政
課課

予算等決定

②事前評価

調達資料

作成支援

システム

の利用
情報 システム
検討依頼

要件定義 
作成支援 

要件定義 

③調達

情報 システム
検討依頼
評価 ※

①企画構想 

調達資料

作成

プロジェクト

管理支援

システム

評価

システム

検収

システム

効果分析

支援

システム

効果分析

⑥保守・運用

プロジェクト

管理
予算要求

- 6 - 

実
行

手
順

編
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実行手順編 

1. 企画構想段階 

1.1 企画構想段階の概要 

企画構想段階は、システム化の目的を明確にし、想定される概算経費、投資効果、スケジュ

－ルなどの基本計画を策定する段階である。 

 

(1) 企画構想段階の作業の流れ 

企画構想段階の作業は、以下の手順に従って実施する。 

 

手順 1 

以下の手順により要件定義書および現行業務フローを作成する。 

①現行の業務・システムを分析し、現行業務フローを作成する。 

②現行の業務・システムの課題およびニーズを洗い出す。 

③課題およびニーズの解決策を検討する（業務の見直しを含む）。 

④新システムに求める要件を整理し、要件定義書を作成する。 

 

手順 2 
RFI実施要領、RFI回答用紙を作成する。 

※詳細は、1.4および 1.5を参照 

 

手順 3 RFIを実施し、業者から RFI回答および提案書等を入手する。 

※RFI回答や提案書に不明な点があれば、業者に直接確認する。 

 

手順 4 
RFI回答を分析する。 

※回答の分析結果に応じて、システム化の範囲、新システムに求める機能の見直しを行う。 
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実行手順編 

(2) 企画構想段階で作成する資料 

企画構想段階では、表 1-1の資料を作成する。 

資料の詳細については、次節以降で説明する。 

 

表 1-1 企画構想段階に作成する資料 

資料番号 資料名 内容 作成担当 備考 

A001 現行業務フロー 現行業務の処理内容を図示化し

たもの 

• 主管課 • 情報管理課が作

成支援 

A002 要件定義書 新規に構築する情報システムに

求める機能等について整理した

もの 

• 主管課 • 情報管理課が作

成支援 

A003 RFI実施要領 RFIの目的、実施期間、問い合わ

せ先等を記載したもの 

• 主管課 • 情報管理課が実

施支援 

A004 RFI回答用紙 業者が RFI についての回答を記

入するためのもの 

• 主管課が用紙を

作成 

• 業者が記入 

• 主管課が回答を

分析 

• 情報管理課が分

析支援 
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実行手順編 

1.2 現行業務フロー（A001） 

現行業務フローは、現行業務の流れについて、業者に明示することを目的とした資料であり、

現行の業務のイメージが明確になる。 

 

表 1-2 現行業務フローの項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 現行業務フロ

ー 

現行業務の処理の流れ

を明確にする。 

利用者（区民や職員）、主管課、情報システ

ム（再開発の場合）および関連部署間でのデ

ータや帳票の流れを図示化する。 

 

 

 

参考）総務省が推進している「自治体 EA(Enterprise Architecture)」では、業務・システムを記述する

モデルとして、下記の 2 図を掲げている（詳細は、http://www.soumu.go.jp/denshijiti/system_tebiki/

model/content02.html を参照）。 

① 機能分析表（Diamond Mandara Matrix：DMM） 

② 機能情報関連図（Data Flow Diagram：DFD） 



 

-  - 10

実行手順編 

1.3 要件定義書（A002） 

要件定義書は、新しい情報システムに求める機能要件を整理したものであり、新システムの

イメージを明確にするとともに、業者が新システム構築・運用の概算見積を作成するための基

礎資料となる。 

 

表 1-3 要件定義書の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 現状の業務・

システム概要 

システム化の対象を明

確にする。 

誰が、何のために、何を対象にどのような処理を行っ

ているのか、等について簡潔に記載する。 

 

2. システム構築

の目的 

新システムを構築する

目的を明確にする。 

• システム導入検討の経緯（法制度の改定、処理件数

の増大、社会環境の変化（携帯やインターネットの

普及）など） 

• 課題の解決（業務とシステムの乖離対応、作業負荷

の平準化*・軽減化、現行システムの老朽化・サポ

ート切れなど） 

• 区民や職員から要望（区民サービス向上（待ち時間

短縮、夜間・休日対応など）、データの再利用、他

システムとの連携など） 

 

3. 機能要件 業者に対して、自社の保

有するパッケージソフ

トウェア*が豊島区の要

求する機能を標準で対

応しているか否かを確

認させ、さらに、対応し

ていない場合の開発作

業量を見積もらせる。 

(1)機能一覧 

現行の業務・システムにおける作業（入力→処理→

出力で完了する一連の工程）について、一覧表を記

載する。 

(2)帳票一覧 

現行の業務で作成している帳票について整理する。 

 

4. システム構成 情報システムの構成を

業者に理解してもらう。

(1)システム形態 

• 庁内 LANを利用した C/Sシステム 

• 区ホームページにて公開（区民が自由にダウンロ

ード*など） 

• スタンドアロンシステム*として利用 

(2)システム利用者 

• 本庁 3名、○○事務所 2名、など 
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項番 項目 目的 記載内容 備考 

5. 前提条件 業者にシステム開発・運

用の困難さやハードウ

ェアの構成を検討して

もらう。 

(1)処理件数 

• 全データ件数 

• 年間登録／修正件数 など 

※区人口と業務担当職員数でも可 

(2)処理性能 

• 一件のデータ検索は 3秒以下の応答が原則など 

(3)運用時間 

• 365日 24時間 

• 平日 9:00～17:00 など 

(4)設置場所 

• データセンター*など 

(5)セキュリティ 

• 個人情報 

• 政策情報など 

(6)関連する業務・システム 

• 連携するシステム名 

 

6. スケジュール 作業スケジュールの妥

当性を業者に確認する。

• 開発開始時期 

• 運用開始時期 
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実行手順編 

1.4  RFI実施要領（A003） 

RFI（Request For Information）は、実際の調達に先立ち、情報システムの企画構想を詳細化

するために業者に対して情報の提供を要請することであり、通常、以下の手順に従って実施す

る。 

 

手順 1 

RFI実施のための以下の資料を作成する。 

①要件定義書 

②RFI実施要領 

③RFI回答用紙 

 

手順 2 

業者に対して RFI実施を呼びかける。 

・公募型の場合：区掲示板や区ホームページ等に RFIのお知らせを掲載する。 

・指名型の場合：実績のある業者が限定される場合は、当該業者に直接連絡を取る。 

 

手順 3 業者の RFI対応の意思を確認する。 

 

手順 4 

業者に対して RFI実施要領を説明する。 

・公募型の場合：業者を集めて RFI実施要領に関する説明会を開催することを基本とする。 

・指名型の場合：RFI実施要領説明会を開催する以外の方法として、RFIに参加する業者が他の

業者にわからないよう、業者を個別に呼び出して RFI実施要領を説明するという手法もある。

 

手順 5 

RFIに関する業者からの質問に対して回答を行う。 

公平性、透明性を確保するため、下記に留意する必要がある。 

・業者からの質問および区からの回答を文書として残す。 

・質問と回答を一覧表にまとめ、全業者に配布する。 

 

手順 6 
業者より資料を入手する。 

不明な点があれば、業者に対して個別にヒアリングを実施する。 

 

手順 7 
入手した資料を比較分析する。 

システム化の範囲、機能要求等を見直す。 

 

手順 8 システム構築および運用に係る概算費用を算定する。 
 



 

-  - 13

実行手順編 

RFI実施要領は、新システムに要求する各機能について、その実現性、妥当性を確認するた

め、業者に広く技術情報の提供を求めるための資料である。 

 

表 1-4 RFI実施要領の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

 発行者 RFI実施の主体を明確にする。 文書番号、発行日、発行者  

1. 実施趣旨 RFI実施の対象を明確にする。 RFI実施の対象事業名  

2. 依頼内容 招請*する資料を示す。 下記のような情報の提供を依頼する。 

(1)新システム開発要件に関する技術資

料の提供 

• 新システムの機能に対する業者保有

パッケージの対応、開発・運用費用、

導入実績 など 

(2)新システムのハードウェアおよびソ

フトウェア構成案に関する資料、情報

の提供 

• 新システムのハードウェアおよびソ

フトウェア構成案 など 

(3)新システム開発に関連した要件に関

する資料、情報の提供 

• スケジュール等の要件 など 

パッケージ

の利用を前

提とする 

3. 実施期間 RFI実施期間を示す。 平成○年○月○日～平成○年○月○日  

4. 資料の提出方

法 

資料提出の要領について示す。 (1)資料提出（電子メール） 

• 提出期限 

• メールアドレス 

• タイトル など 

(2)電子メール以外による資料の提出 

• 住所 

• 提出先 

• 電話番号 など 

 

5. 説明会の開催 RFI説明会の実施要領を示す。 • 開催日時 

• 開催場所 

• 参加人数 など 

RFI 説明会

を開催する

場合 

6. 連絡担当者の

通知 

RFI 参加の意思確認方法を示

す。 

• 提出期限 

• メールアドレス 

• 業者の担当者（担当者氏名、所属、連

絡方法 など） 
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項番 項目 目的 記載内容 備考 

7. 回答用紙およ

び要件定義書

の配布・回収に

ついて 

RFI回答用紙および要件定義書

の電子データの入手方法を示

す。 

(1)配布方法 

• 直接配布の場合…課名、担当者、連

絡先、受取期間 など 

• ダウンロードする場合…URL* 

(2)回収方法 

• 返却期限 など 

CD-R等によ

る電子デー

タを配布す

る場合 

8. 資料提供招請

に関する質問 

RFI実施に関する質問方法と回

答方法を示す。 

(1)質問の方法 

• 質問期間 

• メールアドレス 

• タイトル など 

(2)回答の方法 

• 回答予定日 

• 回答方法 など 

 

9. その他 RFI実施における留意事項等を

示す。 

  

 質問票 RFI実施に関する質問を記入す

る。 
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1.5 RFI回答用紙（A004） 

RFI回答用紙は、業者に対して、保有するパッケージの標準機能と概算の開発・運用費用等

を回答してもらうための資料であり、主管課が機能名を記載した一覧表に対して、業者が記入

する。 

 

表 1-5 RFI回答用紙の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. パッケージ対応 新システムの要求機能に対

して、業者が保有するパッケ

ージが標準で対応している

か否かを把握する。 

• 下記より選択する。 

・標準的な機能として実装 

・設定により対応 

・軽微な改修により実現可能 

・大幅な改修により実現可能 

 

2. 概算費用 開発および運用費用につい

て把握する。 

• ハードウェア（標準価格、導入据付費

用、年間保守費用） 

• ソフトウェア（標準価格、カスタマイ

ズ*費用、年間保守費用） 

• 年間運用費用 

 

3. 導入実績 地方公共団体への導入実績

を把握する。 

• 地方公共団体名（明示できない場合

は、人口規模でも可とする） 
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1.6 企画構想段階の留意事項 

(1) 検討体制 

システム化とは、業務の効率化の手段であり、業務に精通した主管課の職員でなければ真

の効率化を目指すことができない。また、システム化にあたっては、業務の見直しを行うこ

とで業務改善を進めることが重要であり、それを実現できるのは、主管課の職員のみである。 

従って、システム化の企画構想は、主管課が中心となって進めなければならない。 
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2. 事前評価段階 

事前評価段階は、構築する予定の情報システムに投資効果があり、区の技術標準（オープン化、

共通基盤の活用等）と適合していることを確認する段階である。 

 

2.1 事前評価段階の概要 

(1) 事前評価段階の作業の流れ 

事前評価段階の作業は、以下の手順に従って実施する。 

 

手順 1 

主管課が情報システム検討依頼書を作成し、要件定義書および概算見積書を添付して情報管理

課へ提出する。 

※情報システム検討依頼書は、現在のシステム化の状況や新システムへの要求等に応じて、下

記のいずれかを選択する。 

・情報システム検討依頼書【新規開発】 

・情報システム検討依頼書【再開発】 

・情報システム検討依頼書【ハードウェア更新】 

 

手順 2 情報管理課が提出されたシステム検討依頼書および概算見積書の内容を精査する。 

 

手順 3 

情報管理課が主管課に対するヒアリングを実施する。 

※情報管理課がシステム検討依頼書または概算見積書の内容が不十分と判断した場合は、主管

課に対してシステム検討依頼書の修正、概算見積書の再入手等を指示し、その後再度ヒアリ

ングを実施する。 

 

以下の情報システムについては、行政情報化検討委員会および行政情報化推進本部の承認が

必要となる。 

・開発経費が 4,000万円以上または保守運用経費が年間 1,000万円以上の情報システム 

・複数の課に関係する情報システム 

・全庁に関係する規定や基準などの改正等が必要となる情報システム 

 

手順 4 情報管理課がシステム検討結果を作成し、主管課に報告する。 



 

-  - 18

実行手順編 

(2) 事前評価段階で作成する資料 

事前評価段階では、表 2-1の資料を作成する。 

資料の詳細については、次節以降で説明する。 

 

表 2-1 事前評価段階に作成する資料 

資料番号 資料名 内容 作成担当 備考 

B001 情報システム検

討依頼書【新規開

発】 

システム化されていない業務を

システム化する場合、目的、効果、

区標準の採用や概算費用などに

ついて整理したもの 

• 主管課 • 情報管理課が作成支援 

B002 情報システム検

討依頼書【再開

発】 

現行システムを見直し、機能拡張

する場合、目的、効果、区標準の

採用や概算費用などについて整

理したもの 

• 主管課 • 情報管理課が作成支援 

B003 情報システム検

討依頼書【ハード

ウェア更新】 

主に現行システムのハードウェ

アを更新する場合、目的、区標準

の採用や概算費用などについて

整理したもの 

• 主管課 • 情報管理課が作成支援 

B004 情報システム検

討結果 

情報システム検討依頼書につい

て、妥当性・適合性を評価したも

の 

• 情報管理課 • 主管課が予算要求時の資

料として活用 
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2.2 情報システム検討依頼書【新規開発】（B001） 

情報システム検討依頼書【新規開発】は、新システムの導入を検討している主管課が、シス

テム構想の妥当性を評価してもらうために作成する資料である。 

 

表 2-2 システム検討依頼書【新規開発】の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. システム開発の

概要 

システム化の対象および目

的を明確にする。 

要件定義書を参考に、システム化の目的

や現状およびシステム導入後の業務につ

いて記載する。 

 

2. 新システムの内

容 

新システム導入後の業務イ

メージを明確にする。 

(1)システム導入により期待される効果 

• 法制度改正への対応 

• 作業負荷の平準化・軽減化 

• 個人情報保護 など 

(2)システムの利用者 

• 利用部署 

• 利用人数 など 

(3)システムの構成 

• サーバ*やクライアント*の設置場所

など 

(4)システム導入前後の作業時間比較 

• 機能ごとのシステム導入前後の作業

時間比較 

 

3. 新システムの妥

当性 

新システムが豊島区にとっ

ての最適な情報システムで

あることを明確にする。 

(1)システム形態 

• システムの種類 

• 処理方式 

• セキュリティ対策 など 

(2)技術標準への適合 

• 庁内基盤ネットワーク利用 

• サーバはデータセンターに設置など 

(3)代替案の検討等 

• カスタマイズ率低下に向けた業務の

見直し など 

 

4. システム開発方

針 

システム開発計画を前もっ

て明確にする。 

(1)システム開発方針 

• オープンな技術仕様*の採用 

• パッケージソフトウェアの採用など 

(2)システム開発体制 

• 部署と人数など 
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項番 項目 目的 記載内容 備考 

5. システム開発ス

ケジュール 

システム開発スケジュール

の妥当性と担当者の従事期

間を明確にする。 

• 導入計画（調達の計画を策定するま

で） 

• 基本設計（調達仕様書を作成して業者

を選定するまで、業者に委託する場合

もある） 

• 詳細設計・開発（業者が実施する詳細

設計、コーディング*およびテスト） 

• テスト・研修（職員による運用テスト

と職員への研修） 

• 運用（システム稼動開始） 

 

6. システム開発・

運用経費 

開発から5ヶ年の概算の経費

を把握する。 

• 開発経費（ハードウェア、ソフトウェ

ア、研修・教育費など） 

• 保守運用経費（ハードウェア、ソフト

ウェア、通信利用料など） 

• その他経費 

 

7. システム導入に

よる定性効果 

費用面での効果があまり高

くないシステムであっても、

政策的な効果が高い情報シ

ステムであることを明確に

する。 

• 法令準拠（法律、条例） 

• 計画目標（行財政改革、電子自治体な

ど） 

• サービス向上（ニーズ充足、正確化、

迅速化など） 

• 業務の質向上（業務標準化、情報共有

化、煩雑業務解消など） 

• イメージ向上（区民イメージ向上な

ど） 

• 意思決定支援（意思決定迅速化など） 

• リスク管理（情報保護など） 

 

8. システム導入に

よる定量効果 

システム導入による費用面

での効果を明確にする。 

(1)業務処理時間の削減効果（自動作成） 

(2)その他の定量効果 

• 用紙の減量 

• 保管場所の削減 など 

(3)コスト削減効果（表およびグラフを自

動作成） 

 

9. 添付資料 概算見積書の明細や単価を

精査する。 

要件定義書および概算見積書を添付す

る. 
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2.3 情報システム検討依頼書【再開発】（B002） 

情報システム検討依頼書【再開発】は、現行システムの再開発を検討している主管課が、シ

ステム構想の妥当性を評価してもらうために作成する資料である。 

 

表 2-3 システム検討依頼書【再開発】の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. システム再開発

の概要 

システム化の対象および目

的を明確にする。 

要件定義書を参考に、現行システムの導

入状況、システム化の目的や現状および

システム導入後の業務について記載す

る。 

現行システ

ムの導入状

況を除いて

【新規開発】

と同様 

2. 新システムの内

容 

新システム導入後の業務イ

メージを明確にする。 

(1)システム導入により期待される効果 

• 法制度改正への対応 

• 作業負荷の平準化・軽減化 

• 個人情報保護 など 

(2)システムの利用者 

• 利用部署 

• 利用人数 など 

(3)システムの構成 

• サーバやクライアントの設置場所な

ど 

(4)システム導入前後の作業時間比較 

• 機能ごとのシステム導入前後の作業

時間比較 

【新規開発】

と同様 

3. 新システムの妥

当性 

新システムが豊島区にとっ

ての最適な情報システムで

あることを明確にする。 

(1)システム形態 

• システムの種類 

• 処理方式 

• セキュリティ対策 など 

(2)技術標準への適合 

• 庁内基盤ネットワーク利用 

• サーバはデータセンターに設置など 

(3)代替案の検討等 

• カスタマイズ率低下に向けた業務の

見直し など 

【新規開発】

と同様 

4. システム開発方

針 

システム開発計画を前もっ

て明確にする。 

(1)システム開発方針 

• オープンな技術仕様の採用 

• パッケージソフトウェアの採用など 

(2)システム開発体制 

• 部署と人数など 

【新規開発】

と同様 
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項番 項目 目的 記載内容 備考 

5. システム開発ス

ケジュール 

システム開発スケジュール

の妥当性と担当者の従事期

間を明確にする。 

• 導入計画（調達の計画を策定するま

で） 

• 基本設計（調達仕様書を作成して業者

を選定するまで、業者に委託する場合

もある） 

• 詳細設計・開発（業者が実施する詳細

設計、コーディングおよびテスト） 

• テスト・研修（職員による運用テスト

と職員への研修） 

• 運用（システム稼動開始） 

【新規開発】

と同様 

6. システム開発・

運用経費 

開発から5ヶ年の概算の経費

を把握する。 

• 開発経費（ハードウェア、ソフトウェ

ア、研修・教育費など） 

• 保守運用経費（ハードウェア、ソフト

ウェア、通信利用料など） 

• その他経費 

【新規開発】

と同様 

7. システム導入に

よる定性効果 

費用面での効果があまり高

くないシステムであっても、

政策的な効果が高い情報シ

ステムであることを明確に

する。 

• 法令準拠（法律、条例） 

• 計画目標（行財政改革、電子自治体な

ど） 

• サービス向上（ニーズ充足、正確化、

迅速化など） 

• 業務の質向上（業務標準化、情報共有

化、煩雑業務解消など） 

• イメージ向上（区民イメージ向上な

ど） 

• 意思決定支援（意思決定迅速化など） 

• リスク管理（情報保護など） 

【新規開発】

と同様 

8. システム導入に

よる定量効果 

システム導入による費用面

での効果を明確にする。 

(1)業務処理時間の削減効果 

 ※自動作成 

(2)その他の定量効果 

• 用紙の減量 

• 保管場所の削減 など 

(3)コスト削減効果 

• 現行システム関連経費（撤去費用、

保守運用費用） 

 ※グラフは自動作成 

現行システ

ム関連経費

を除き【新規

開発】と同様

9. 添付資料 概算見積書の明細や単価を

精査する。 

要件定義書および概算見積書を添付す

る. 

【新規開発】

と同様 
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2.4 情報システム検討依頼書【ハードウェア更新】（B003） 

情報システム検討依頼書【ハードウェア更新】は、現行システムについて主にハードウェア

を更新することを検討している主管課が、セキュリティ等の妥当性を評価してもらうために作

成する資料である。 

 

表 2-4 システム検討依頼書【ハードウェア更新】の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. システムの概要 ハードウェア更新の目的を

明確にする。 

現行システムの導入状況、目的について

記載する。 

 

2. 新ハードウェア

の妥当性 

新ハードウェアが豊島区に

とっての最適なものである

ことを明確にする。 

(1)現行システムの形態 

• システムの種類 

• 処理方式 

• セキュリティ対策 など 

(2)技術標準への適合 

• 庁内基盤ネットワーク利用 

• サーバはデータセンターに設置など 

 

3. ハードウェア更

新スケジュール 

ハードウェア更新スケジュ

ールの妥当性と担当者の従

事期間を明確にする。 

• 導入計画（調達の計画を策定するま

で） 

• システム移行（現行システムのプログ

ラムの移行作業） 

• テスト（職員による運用テスト） 

• 運用（システム稼動開始） 

 

4. ハードウェア更

新・運用経費 

ハードウェア更新から5ヶ年

の概算の経費を把握する。 

• 開発経費（ハードウェア、ソフトウェ

ア、研修・教育費など） 

• 保守運用経費（ハードウェア、ソフト

ウェア、通信利用料など） 

• その他経費 

 

5. 添付資料 概算見積書の明細や単価を

精査する。 

要件定義書および概算見積書を添付す

る. 

 

 



 

-  - 24

実行手順編 

2.5 情報システム検討結果（B004） 

情報システム検討結果は、システム化を検討している主管課より提出された情報システム検

討依頼書に対して、情報管理課がシステム化の効果や技術標準の採用などについて確認するこ

とにより、主管課にとって最適なシステムではなく、全体最適なシステムを導入するよう指導

することを目的としている。 

 

表 2-5 システム検討結果の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. システム開発の

概要 

システム化の対象および目

的を確認する。 

対象業務の範囲、システム化の必要性(課

題、緊急性)等について評価する。 

 

2. 新システムの内

容 

新システム導入後の業務イ

メージを確認する。 

システム導入による改善点、新システム

構成、作業時間増減について検討されて

いることを評価する。 

 

3. 新システムの妥

当性 

新システムが区にとって最

適な情報システムであるこ

とを確認する。 

システム形態の妥当性、区技術標準への

適合、カスタマイズ率低減のための業務

見直し等について評価する。 

 

4. システム開発方

針 

システム開発計画を前もっ

て確認する。 

標準化・オープン化の方針、パッケージ

の利用、開発体制について評価する。 

 

5. システム開発ス

ケジュール 

システム開発スケジュール

の妥当性と担当者の従事期

間を確認する。 

開発スケジュールの妥当性について評価

する。 

 

6. システム開発・

運用経費 

開発から5ヶ年の概算の経費

を把握する。 

業者見積もりの精度、項目の見落とし（デ

ータ移行費用等）が無いかどうかについ

て評価する。 

 

7. システム導入に

よる定性効果 

費用面での効果があまり高

くないシステムであっても、

政策的な効果が高い情報シ

ステムの必要性を確認する。

業務の質向上や市民サービスの向上につ

いて評価する。 

 

8. システム導入に

よる定量効果 

システム導入による費用面

での効果を確認する。 

5年間での IT投資コストが回収されるか

否かを評価する。 

 

9. 添付資料 要件定義書および概算見積

書を確認する。 

概算見積の明細の妥当性、単価の適切性

を評価する。 
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2.6 事前評価段階の留意事項 

(1) 定量評価におけるコスト回収期間 

システム検討依頼書の定量評価では、5年間で IT投資コストが回収できるかどうかを一つ

の目安としている。これは、機器のリース期間やメーカのサポート期間などから、情報シス

テムが稼動からおおよそ 5 年程度で更新時期を迎えることが多いと考えられるためであり、

必ずしも 5年間で回収しなければならないというものではない。 
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3. 調達段階 

調達段階は、情報システムの仕様を業者に提示し、業者に提案と価格について公正・公平に競

わせ、最適なシステムを提案した業者と契約する段階である。 

 

3.1 調達段階の概要 

(1) 調達段階の作業の流れ 

調達段階の作業は、以下の手順に従って実施する。 

 

手順 1 
主管課が情報管理課の支援を受け、要件定義書、現行業務フローを基に調達仕様書および新業

務フローを作成する。 

 

手順 2 主管課が契約課と相談の上、調達方法について決定する。 

 

手順 3 
主管課が情報管理課の支援を受け、調達用資料を作成する。 

・プロポーザルにより業者を選定する場合、企画提案実施要領を作成する。 

 

手順 4 

調達を実施し、委託業者を決定する。 

・プロポーザルにより業者を選定する場合 

①調達の開始（公募型の場合は公告／HPへの掲載、指名型の場合は指名業者への連絡） 

②業者から参加希望申込書の提出 

③参加資格の確認および業者への通知 

④業者へ資料の配付 

⑤質問の受付と回答 

⑥企画提案書の受け取り 

⑦業者によるプレゼンテーション* 

⑧委託業者の決定 

⑨契約課へ契約締結を請求 

 

手順 5 契約課が業者と契約を締結する。 
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(2) 調達段階で作成する資料 

調達段階では、表 3-1の資料を作成する。 

資料の詳細については、次節以降で説明する。 

 

表 3-1 調達段階に作成する資料 

資料番号 資料名 内容 作成担当 備考 

C001 調達仕様書 調達しようとする情報システム

に求められる機能、性能および規

模などを提示したもの 

• 主管課 • 情報管理課が作成支援 

C002 新業務フロー 新システムの処理のイメージを

図示化したもの 

• 主管課 • 情報管理課が作成支援 

C003 企画提案実施要

領 

プロポーザルにより業者を選定

する場合、業者に対して企画提案

の実施要領を提示したもの 

• 主管課 • 情報管理課が作成支援 
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3.2 調達仕様書（C001） 

調達仕様書は、要件定義書に対して見直しを行い、新しい情報システムに要求する機能や性

能、新しい業務イメージを記載したものであり、業者がより精度の高い見積を算定できるよう

にするとともに、システム開発時および運用時における主管課と委託業者側の相互理解を図る

ことを目的とする。 

 

表 3-2 調達仕様書の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 現状の業務・

システム概要 

システム化の対象を明

確にする。 

誰が、何のために、何を対象にどのような処理を行っ

ているのか、等について簡潔に記載する。 

 

2. システム構築

の目的 

新システムを構築する

目的を明確にする。 

• システム導入検討の経緯（法制度の改定、処理件数

の増大、社会環境の変化（携帯やインターネットの

普及）など） 

• 課題の解決（業務とシステムの乖離対応、作業負荷

の平準化・軽減化、現行システムの老朽化・サポー

ト切れなど） 

• 区民や職員から要望（区民サービス向上（待ち時間

短縮、夜間・休日対応など）、データの再利用、他

システムとの連携など） 

 

3. 機能要件 業者に対して、自社の保

有するパッケージソフ

トウェアが豊島区の要

求する機能を標準で対

応しているか否かを確

認させ、さらに、対応し

ていない場合の開発作

業量を見積もらせる。 

(1)機能一覧 

現行の業務・システムにおける作業（入力→処理→

出力で完了する一連の工程）について、一覧表を記

載する。 

(2)帳票一覧 

現行の業務で作成している帳票について整理する。 

 

4. システム構成 情報システムの構成を

業者に理解してもらう。

(1)システム形態 

• 庁内ネットワークを利用した C/Sシステム 

• 区ホームページにて公開（区民が自由にダウンロ

ードなど） 

• スタンドアロンシステムとして利用 

※システム構成図も示す 

(2)システム利用者 

• 本庁 X名、○○事務所 X名、など 

(3)システム構成（案） 

(a)サーバ 

(b)クライアント 
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項番 項目 目的 記載内容 備考 

5. 前提条件 業者にシステム開発・運

用の困難さやハードウ

ェアの構成を検討して

もらう。 

(1)処理件数 

• 全データ件数 

• 年間登録／修正件数 など 

※区人口と業務担当職員数でも可 

(2)処理性能 

• 一件のデータ検索は 3秒以下の応答が原則など 

(3)運用時間 

• 365日 24時間 

• 平日 9:00～17:00 など 

(4)設置場所 

• データセンターなど 

(5)セキュリティ 

• 個人情報 

• 政策情報など 

(6)関連する業務・システム 

• 連携するシステム名 

 

6. スケジュール 作業スケジュールの妥

当性を業者に確認する。

• 運用開始時期  
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3.3 新業務フロー（C002） 

新業務フロー（C002)は、新システム導入後の業務の流れについて、業者に明示することを

目的とした資料であり、新システムの運用イメージが明確になる。 

 

表 3-3 業務フローの項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 新業務フロー 新システム導入後の処

理の流れを明確にする。

利用者（区民や職員）、主管課、関連部署お

よび新システム間のデータや帳票の流れを図

示化する。 
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3.4 企画提案実施要領（C003） 

企画提案実施要領は、プロポーザル方式（企画提案方式）で情報システムを調達する場合、

業者に対して参加申込や企画提案の方法等を提示した資料である。 

 

表 3-4 企画提案実施要領の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

Ⅰ 委託業務概要 

1. 委託業務の名

称 

システム化対象の業務

名を明確にする 

委託業務名  

2. 委託業務の履

行期間および

履行場所 

システム化の履行期間

と履行場所を明確にす

る。 

2.1 履行期間 

• 履行開始 

• 履行完了 

2.2 履行場所 

2.3 委託業務の内容 

• 調達仕様書による 

 

3. 成果物 納品物を明確にする。 ①詳細設計書 

②コーディング規約 

③テスト計画書 

④テスト成績書 

⑤運用テスト計画書 

⑥操作マニュアル 

⑦移行計画書 

⑧教育・研修計画書 

⑨運用テスト成績書 

⑩移行報告書 

⑪運用マニュアル 

⑫打ち合わせ記録 

⑬その他、本業務の目的に必要な各種ドキュ

メント* 

⑭システム一式 など 

 

4. 成果物の体

裁、納品方法 

成果物の体裁、部数等を

明確にする。 

4.1 図書の体裁 

• A4版縦置き横書き左綴じ など 

4.2 納品方法 

• ドキュメントの部数 

• 電子媒体の部数 など 

 

5. 著作権につい

て 

成果物の著作権を明確

にする。 

• 本件の開発に伴って新規に発生した産業財

産権*は、原則、豊島区に属するものとする。 

• 本件の開発以前から業者が保有していた産

業財産権については、業者に留置する。 

 

6. 留意事項 本委託業務における留

意事項を明確にする。 

• 根拠資料 

• 連携するシステム など 
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項番 項目 目的 記載内容 備考 

Ⅱ 企画提案概要 

1. 企画提案書記

載事項 

企画提案書に記載する

項目とその内容を明確

にする。 

下記のような内容について業者に提案させ

る。 

(1)業務全体に対する基本的考え方 

(2)業務全体に共通する提案 

(3)システムに関する提案 

(4)システムの詳細設計・開発に係る提案 

(5)業務推進体制 

(6)区と受託者との役割分担（作業担当）表 

(7)作業スケジュール 

(8)概算見積書 

(9)類似実績 など 

 

2. 企画提案の参

加 

企画提案への参加資格

および添付資料を明確

にする。 

(1)提案参加資格 

• 豊島区における資格 

• 指名停止期間外 など 

(2)添付資料 

• 会社概要等整理表 

• 受託実績整理表 

• 専任技術者証明書 など 

(3)提出部数および提出方法 

(4)提出期限 

(5)提出先 

 

3. 企画提案対象

事業経費の想

定額 

事業経費の想定額を明

示する。 

事業経費の想定額  

4. 審査方法等 委託者の選定方法につ

いて明確にする。 

企画提案とプレゼンテーションの審査の結果

による。 

 

5. 提出書類等 業者が提出する書類を

明確にする。 

(1)企画提案書 

(2)提出部数および提出方法 

(3)提出期限 

(4)提出先 

 

6. 企画提案説明

会 

企画提案説明会の実施

要領を明確にする。 

(1)説明会日時 

(2)説明会場所 

• Eメールアドレス 

• タイトル 

(3)その他 

• 説明会日時の変更連絡 など 

指名型プロポ

ーザル方式の

場合、指名業者

を明かさない

ために説明会

を実施しない

場合もある 
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項番 項目 目的 記載内容 備考 

7. 質問の受付方

法 

企画提案に関する質問

の方法を明確にする。 

(1)受付期間 

(2)受付方法 

• Eメールアドレス 

• タイトル 

(3)質問に対する回答 

 

8. その他 企画提案に関する留意

事項等がある場合、それ

を明らかにする。 

(1)提案のための費用負担 

(2)企画提案書の提出辞退 

(3)提案書類の返却 

(4)秘密の厳守 

(5)企画提案のプレゼンテーション 

(6)担当者の変更 

 

Ⅲ 企画提案書評価概要 

1. 評価の方法 評価方法を明確にする。 提案書の採点方法など  

2. 評価項目およ

び配点 

評価基準を明確にする。 評価項目とその配点（最高点）  
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3.5 調達段階の留意事項 

(1) 調達仕様書にはできるだけ具体的な数値を記載 

調達仕様書には、利用者数（端末数）やデータ件数はもとより、性能要件（検索時の応答

時間など）や信頼性要件（稼動率など）についても具体的な数値を記載することにより、業

者の間で見積もりの精度にばらつきが少なくなり、より公平な競争を促すことができるよう

になる。 

ただし、信頼性要件やセキュリティ要件をあまり厳しくすると、業務の重要性以上に過剰

な性能・機能を持った高価な情報システムを導入することにもなりかねない。信頼性要件や

セキュリティ要件等については、情報管理課に相談しながら決定する。 

 

(2) 内部審査用評価基準の作成 

業者の提案を評価する評価基準については、業者向けに公開した評価基準をさらに詳細化

した内部審査用の評価基準書（非公開で可）を前もって作成し、審査に望むとよい。 

この内部審査用評価基準は、提案書の評価のみならず、業者選定委員会における説明資料

としても利用することができる。 
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4. 詳細設計・開発段階 

詳細設計・設計段階は、開発を委託した業者がシステムを開発している間、納期どおりにシス

テムが納品されるように業者を監督する段階である。 

 

4.1 詳細設計・開発段階の概要 

(1) 詳細設計・開発段階の作業の流れ 

詳細設計・開発段階の作業は、以下の手順に従って実施する。 

 

手順 1 

主管課が定期的(週 1回程度)にプロジェクト会議を開催し、以下の資料を業者から受け取る。 

・進捗報告 

・仕様変更通知書 

・課題管理表 

 

手順 2 

主管課が詳細設計・開発における進捗状況、仕様変更および課題について判断し、業者へ対応

を指示する。 

※手順 1と手順 2を繰り返す 
 

 

(2) 詳細設計・開発段階で作成する資料 

詳細設計・開発段階では、業者が作成する表 4-1の資料を確認することにより、システム

開発が納期までに完成するよう、プロジェクト管理を実施する。 

資料の詳細については、次節以降で説明する。 

基本的に、詳細設計・開発段階では、主管課は資料を作成しない。 

また、大型の情報システム開発においては、プロジェクト管理自体を開発委託業者とは別

の業者に委託する場合もある。 

 

表 4-1 詳細設計・開発段階に確認する資料 

資料番号 資料名 内容 作成担当 備考 

D001 進捗報告 スケジュールの進捗を報告する。 • 業者 スケジュール管理 

D002 仕様変更通知書 仕様変更について関係者全員に

連絡し、確定した仕様をドキュメ

ントとして残す。 

• 業者 仕様管理 

D003 課題管理表 プロジェクトの遂行に影響を与

えている問題を列挙し、解決のた

めの担当者を任命する。 

• 業者 課題管理 
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4.2 進捗報告（D001） 

進捗報告は、システム開発が仕様どおりかつスケジュールどおりに進んでいることを確認す

るための資料である。 

基本的に、資料は業者が作成する。 

 

表 4-2 進捗報告の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 進捗報告 スケジュールの遅れを

早期に発見し、有効な対

策を打ち出す。 

• スケジュールの遅延 

• 原因（仕様確定の遅れなど）

と対策（人員の追加など） 

業者から定期的(週 1回程度)に

進捗報告を受ける。 

作業が 2 週間程度遅れていた

ら、業者に原因と対応策の提出

を求める。 
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4.3 仕様変更通知書（D002） 

仕様変更通知書は、プロジェクト関係者全員に仕様の変更を徹底させるため、ドキュメント

として仕様変更履歴を残すための資料である。 

基本的に、資料は業者が作成する。 

 

表 4-3 仕様変更通知書の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 仕様変更通知

書 

プロジェクト関係者全

員に仕様の変更を徹底

させる 

• 変更概要(提出日、変更事項、

変更前仕様、変更後仕様、変

更対象文書 など） 

(1)変更要件（仕様変更の要件、

留意事項など） 

(2)処理内容 

(3)変更作業（修正対象、工数、

期間など） 

(4)検討事項 

(5)特記事項 

プロジェクトの円滑な遂行の

ためには、詳細設計書レビュー

完了以降は、原則仕様変更を禁

止とする。 
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4.4 課題管理表（D003） 

課題管理表は、課題の存在をプロジェクト関係者全員で認識するとともに、課題の対応者を

任命して期日までの解決を期するための資料である。 

基本的に、資料は業者が作成する。 

 

表 4-4 課題管理表の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 課題管理表 システムの納期や成果

品の品質に多大な影響

を与えると予想される

課題についての解決を

図る。 

• 管理番号 

• 区分 

• 主たる対応組織 

• 対応責任者 

• 件名・概要 

• 対応策の概要・結果 

• 発行者 

• 発行日 

• 優先度 

• 対応完了予定日 

• ステータス 

• 完了日 

• 記事 など 

課題のうち、特にプロジェクト

全体に関わる重要なものを「リ

スク」として識別し、課題とは

別に管理することもある。 
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4.5 詳細設計・開発段階の留意事項 

(1) スケジュール管理 

情報システムの詳細設計・開発においてスケジュールに遅延が生じた場合は、早急に原因

を見つけて対策を打たなければならない。通常、2 週間程度までの遅れであれば何とか取り

戻すことも可能であるが、1 ヶ月以上の遅延が生じた場合、容易に取り戻すことは困難とな

る。このような場合、業者は、「人員を投入して遅れを取り戻す」と対応策を述べることが

多いが、途中から投入された作業員が当該システムについてよく理解するまでに時間がかか

ることに加えて、業者内部の情報伝達や管理に時間をとられ、返って作業効率が落ちること

もある。 

このため、定期進捗報告会を 1～2 週間毎に開催してスケジュールに遅延がないかどうか

を確認し、課題を順次解決していく地道な作業こそが重要である。 

 

(2) プロジェクト管理 

情報システム構築などのプロジェクトにおいて問題が発生する場合、その原因の 90%は主

管課と業者との間のコミュニケーションにあるといわれている。 

主管課と業者で使用している言葉の意味が違ったり、口頭の確認のみで文書として残って

いなかった重要な決定について水掛け論になったりするなど、多くは、正しいコミュニケー

ションが取れていないことに起因する。 

このようなことから、プロジェクト管理はコミュニケーション管理といわれている。 
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5. 事後評価段階 

事後評価段階は、システムが仕様どおりに稼動し、設計書等が適切に記述されていることを確

認する段階である。 

なお、事後評価段階は、システムの運用テストから本稼動までの期間を指す。 

 

5.1 事後評価段階の概要 

(1) 事後評価段階の作業の流れ 

事後評価段階の作業は、以下の順に従って実施する。 

 

手順 1 業者が作成した運用テスト計画書に基づき、主管課が利用者となって運用テストを実施する。

 

手順 2 主管課が業者から運用テスト成績書を含む納品物一式を受け取る。 

 

手順 3 主管課がシステムの稼動および納品物について確認し、システム検収報告書を作成する。 
 

 

(2) 事後評価段階で作成する資料 

事後評価段階では、表 5-1の資料を作成する。 

資料の詳細については、次節以降で説明する。 

 

表 5-1 事後評価段階に作成する資料 

資料番号 資料名 内容 作成担当 備考 

E001 システム検収報

告書 

システムが仕様書どおりに動き、

納品物が一式揃っていることを

検収する 

• 主管課  
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5.2 システム検収報告書（E001） 

システム検収報告書は、システム開発を委託した業者が委託内容を遵守して成果物一式を納

品し、システムが仕様書どおりに動作することを検収するための資料である。 

 

表 5-2 システム検収報告書の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. システム稼動

確認 

システムが仕様通りに

稼動し、期待された効果

が満たされたことを確

認する。 

(1)正常稼動（仕様どおりに稼動するこ

と） 

(2)法令準拠（法制度に準拠した処理が

確実にできること） 

(3)作業効率向上（当該業務に関する作

業効率が向上すること） 

(4)正確性（処理が正確になること） 

(5)情報共有（部署内で情報共有が図ら

れること） 

(6)システム連携（他部署・システムで

連携が図られること） 

(7)信頼性（セキュリティやバックアッ

プの機能が働いていること） 

(8)その他 

 

2. 成果物および

合否 

仕様書に記載された成

果物が正しく納入され

たことを確認する。 

(1)システム（システム一式、インスト

ーラ*、プログラムソース*） 

(2)設計書（詳細、プログラム） 

(3)マニュアル（利用、運用） 

(4)テスト計画書／成績書（結合、総合、

運用） 

(5)移行計画書／成績書 

(6)ライセンス証書* 

(7)その他 

 

3. 付記した条件 条件付きで合格とした

場合の条件を記録する。

合格に際して付記した条件を記載す

る。 

 

4. システム検収

報告書（詳細） 

「システム稼動確認」お

よび「成果物」の特に重

要な点について詳細を

記録する。 

システム検収報告書（1 枚目）に書き

きれなかった詳細を記載する。 

 

5. ハードウェア

一覧表 

納入されたハードウェ

ア一覧を確認する。 

ハードウェア毎に仕様を記載する。  

6. ソフトウェア

一覧表 

納入されたソフトウェ

ア一覧を確認する。 

ハードウェア毎の搭載ソフトウェアに

ついて仕様を記載する。 
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5.3 事後評価段階の留意事項 

(1) 運用テスト 

運用テストは、実際に操作を担当する職員や過去の実データを用いて十分な検証を行い、

日次、月次、年次処理等できるだけ稼動後の状況に近い状態で実施することが望ましい。 
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6. 保守・運用段階 

保守・運用段階は、情報システムを利用する段階であり、機能拡張（法改正への対応など）や

障害発生時の対応も行う。 

 

6.1 保守・運用段階の概要 

(1) 保守・運用段階の作業の流れ 

(a) システム改修 

システム改修については、以下の手順に従って実施する。 

 

手順 1 主管課が仕様変更についての要望を仕様変更通知書にまとめ、業者に提示する。 

 

手順 2 業者が変更に伴う作業量を記入した仕様変更通知書を主管課へ提示する。 

 

手順 3 

業者の見積もった作業量が保守契約の範囲内の場合、主管課は業者に対して変更を指示する。

業者の見積もった作業量が保守契約の範囲を超えている場合、主管課は業者から見積書を入手

し、システム検討依頼書【再開発】を作成し、情報管理課の検討を経た上で予算要求する。 
 

(b) 障害対応 

障害対応については、以下の手順に従って実施する。 

 

手順 1 職員が発生した障害についてヘルプデスクへ連絡する。 

 

手順 2 ヘルプデスクが運営管理責任者を通じ、保守担当業者へ対応を依頼する。 

 

手順 3 保守担当業者が障害対応の方針と対応予定を報告する。 

 

手順 4 保守担当業者が障害対応を行う。 

 

手順 5 保守担当業者が障害対応と再発防止策について職員および情報管理課に報告する。 
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(2) 保守・運用段階で作成する資料 

保守・運用段階では、表 6-1の資料を作成する。 

資料の詳細については、次節以降で説明する。 

 

表 6-1 保守・運用段階に作成する資料 

資料番号 資料名 内容 作成担当 備考 

F001 仕様変更通知書 仕様変更について関係者全員に

連絡し、確定した仕様をドキュメ

ントとして残す。 

• 主管課が起票 

• 業者が変更に伴う作業量

を検討 

 

F002 障害対応連絡票 情報システムに障害が発生した

場合、対応を記録するとともに再

発防止策を報告する。 

• 障害発生の連絡を受けた

ヘルプデスクが障害対応

連絡票を起票 

• 保守担当業者が障害対応

前および障害対応完了後

に報告 
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6.2 仕様変更通知書（F001） 

仕様変更通知書は、法制度改正などによりシステムを改修する場合、システム改修内容を文

書で残すための資料である。 

 

表 6-2 仕様変更通知書の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. 仕様変更通知

書 

委託側と保守担当者の

間で仕様の変更を徹底

させる。 

• 変更概要(提出日、変更事項、

変更前仕様、変更後仕様、変

更対象機能 など） 

(1)変更要件（仕様変更の要件、

留意事項など） 

(2)処理内容 

(3)変更作業（修正対象、工数、

期間など） 

(4)検討事項 

(5)特記事項 

情報システムの更新時期が近

づいている場合、改修費用とシ

ステム更新費用を比較するこ

とも重要。 
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6.3 障害対応連絡票（F002） 

障害対応連絡票は、情報システムに障害が発生した場合、対応予定、対応結果および再発防

止策を記録するための資料である。 

障害対応連絡票は、基本的に業者が作成する。 

 

表 6-3 仕様変更通知書の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. システム名 障害が発生した情報シ

ステム名を示す。 

情報システム名  

2. 障害発生時 障害発生時の状況を記

録する。 

• 発生日 

• 発生時刻 

• 報告者所属 

• 報告者氏名 

• 障害内容 

ヘルプデスクが起票して記入

する。 

3. 障害連絡受付

時 

障害連絡受付時の状況

と対応予定を記録する。

• 受付日 

• 受付時刻 

• 受付者所属 

• 受付者氏名 

• 想定される原因 

• 対応方針 

• 対応予定日時 

保守担当業者が障害対応実施

前に記入する。 

4. 障害復旧完了

時 

障害復旧が完了した際

に対応と再発防止策を

記録する。 

• 完了日 

• 完了時刻 

• 報告者所属 

• 報告者氏名 

• 障害原因 

• 対応 

• 再発防止策 

保守担当業者が障害対応実施

後に記入する。 

5. 備考 障害に関連した事項を

記録する。 

• ドキュメントの修正 など  
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6.4 保守・運用段階の留意事項 

(1) SLAによる品質の確保 

SLA(Service Level Agreement)とは、「サービス品質保証制度」などと訳される。システム

が提供する機能をサービスと捉え、そのサービスを一定の水準以上に保つことをサービス提

供者と利用者の間で契約を結ぶことを意味する。SLAでは、合意したサービスレベルを大き

く上回った場合のインセンティブ（報奨金）や下回った場合のペナルティ（違約金）を契約

の中で明記することも多い。 

ただし、サービスレベルを必要以上に高く設定すると、システム構築・運用費用が高くな

ってしまう。稼動率を例にとると、高い稼動率を守るためには、サーバの二重化や SE*の常

駐などにより、構築および維持管理の費用が高くなる。 
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7. システム監査段階 

システム監査段階は、企画構想段階で情報システムに期待した導入効果が実際に達成されたか

どうかを確認する段階である。 

 

7.1 システム監査段階の概要 

(1) システム監査段階の作業の流れ 

システム監査段階の作業は、以下の手順に従って実施する。 

 

手順 1 情報管理課が委託した業者がシステム監査を実施し、主管課および情報管理課に報告する。 

 

手順 2 
システム監査の結果を基に、主管課がシステム導入効果の分析とドキュメント類の改訂の確認

を実施し、システム効果分析書を作成する。 
 

 

(2) システム監査段階で作成する資料 

システム監査段階では、表 7-1の資料を作成する。 

資料の詳細については、次節以降で説明する。 

 

表 7-1 システム監査段階に作成する資料 

資料番号 資料名 内容 作成担当 備考 

G001 システム効果分

析書 

システムによる導入効果

とドキュメントの改訂に

ついて確認する。 

• 主管課が作成 • 情報管理課が作成支援
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7.2 システム効果分析書（G001） 

システム効果分析書は、更新・廃棄時期が近づいた情報システムに対して、システム導入の

効果があったか否かを分析し、ドキュメント類の改訂が正しく行われたことを確認することに

より、次期システム検討に役立てるための資料である。 

 

表 7-2 システム効果分析書の項目と記載内容 

項番 項目 目的 記載内容 備考 

1. システム効果

の検証 

システムが企画構想通

りの効果を上げたか否

かを検証する。 

(1)業務との乖離（現行システムが業務と乖離

していないかどうか） 

(2)法令準拠（法制度に準拠した処理が確実に

できたこと） 

(3)作業効率向上（システム導入により当該業

務の作業効率が向上したこと）  

(4)正確性（本システムにより当該業務の正確

性が向上したこと） 

(5)情報共有（当該部署における情報の共有化

が図られたこと） 

(6)システム連携（他システムや他部署との連

携が図られたこと） 

(7)信頼性（セキュリティおよびバックアップ

が有効であったこと） 

(8)その他 

 

2. 成果物のメン

テナンス確認 

保守・運用期間を通じ

て、システムおよびドキ

ュメントの改訂が正し

く実行されたことを確

認する。 

(1)システム（システム一式、インストーラ、

プログラムソース） 

(2)設計書（詳細、プログラム） 

(3)マニュアル（利用、運用） 

(4)テスト計画書／成績書（結合、総合、運用） 

(5)移行計画書／成績書 

(6)ライセンス証書 

(7)その他 

 

3. 付記した条件 条件付きで合格とした

場合の条件を記録する。

合格に際して付記した条件を記載する。  

4. システム効果

分析書（詳細） 

「システム効果の検証」

および「成果物のメンテ

ナンス」の特に重要な点

について詳細を記録す

る。 

システム効果分析書（1 枚目）に書ききれな

かった詳細を記載する。 
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実行手順編 

7.3 システム監査段階の留意事項 

(1) ソフトウェアライセンスの管理 

廃棄することになった情報システムであっても、データベース等のソフトウェアのライセ

ンスについては、後継システムあるいは他のシステムでも流用できる場合がある。また、単

純な流用はできなくても、新規購入よりもずっと安い価格でバージョンアップ版のソフトウ

ェアを購入できることもある。 

ライセンス証書は、利用価値がないことが分かるまで捨てないこと。 
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用語集 
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用語集 

 項目 説明 

I IT Information Technology 

情報関連技術のこと。コンピュータを核にしたハードウェア、ソフトウェ

アの基礎技術、システム、通信などのコンピュータ・ネットワーク関連技

術を指す。 

R RFI Request For Information 

業者に対して資料の提供を要請すること、または情報提供依頼書のこと。

S SE Systems Engineer 

情報システムの要求定義、設計、構築、運用に従事する職を指す。 

単にソフトウェアを開発する者は、一般的にプログラマ(PG)と呼ばれ、SE

とは区別される。 

U URL Uniform Resource Locator 

インターネット上のリソース（資源）を特定するための形式的な記号の並

びのこと。 

あ アプリケーション コンピュータの基本ソフトウェアの上で動作し、特定の目的を果たすため

の高度な機能を統合的に提供するソフトウェアのこと。「アプリケーショ

ンソフトウェア」または「アプリケーションソフト」とも呼ばれる。 

特に「パッケージ」との対比においては、「カスタマイズ」により開発さ

れたソフトウェアの箇所を指すことがある。 

い インストーラ 「アプリケーション」をコンピュータに導入するソフトウェア。「アプリ

ケーション」をコンピュータに導入する作業は「インストール」と呼ばれ、

プログラムやデータなどのファイルをハードディスクなどにコピーし、必

要な設定を行なうことを指す。「インストーラ」は、これを自動的に行い、

インストール作業を支援するソフトウェアである。 

お オープン化 業界で決められている標準仕様に基づいて、ハードウェアやソフトウェア

を組み合わせてシステムを構築すること。これにより多くの業者が入札可

能になり、競争によりコスト削減が期待できる。 

か カスタマイズ 利用者の要望や外部環境の変化に合わせて、情報システムの機能等を拡

張・改変すること。 

き 基幹システム 企業や組織内において、業務の中心的な役割を果たすための情報システム

のこと。他のシステムと連携していることも多い。 

「基幹システム」は、停止した際に業務自体に影響を与えてしまうことと、

機密情報が格納されることが多いため、万全の情報セキュリティ対策によ

る安定性と安全性が要求される。 

 技術仕様 ハードウェアやソフトウェアに関する技術的な性能諸元のこと。 

く クライアント 職員などの利用者が操作し、ネットワークを介して「サーバ」が提供する

機能やデータを利用するコンピュータのこと。 

通常、ネットワークに接続された個人用のパソコンのことを指す。 

こ コーディング プログラミング言語を使ってソフトウェアの設計図にあたるソースコード

を作成すること。 
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 項目 説明 

 個別システム 企業や組織内において、業務の補完的な役割を果たすための情報システム

のこと。他のシステムとは連携していない独立したシステムであることが

多い。 

さ サーバ ネットワークを介して、「クライアント」に自身の持っている機能やデー

タを提供するコンピュータやソフトウェアのこと。 

 産業財産権 特許権、実用新案権、意匠権、商標権などを総称した権利のこと。 

元々、これらの権利に対応する言葉として、「工業所有権」が用いられて

いたが、平成 14年に知的財産戦略会議において決定された知的財産戦略大

綱において、産業の健全な発展を目的とする、という観点からより適切な

表現として、「産業財産権」という用語に改めることが明記された。 

し システム共通基盤 多くのシステムに共通する機能やデータベースを共通化し、各システムか

ら利用できるようにしたもの。 

「ホストコンピュータ」の場合、全てのシステムが同一コンピュータ上で

稼働しているため、データ連携が問題になることは少ないが、「オープン

化」を進めると、複数のコンピュータに搭載されたシステム間のデータ連

係や共通機能の統一などの課題が現れる。これを解消するために考案され

たのが、「システム共通基盤」である。 

 招請 招き迎えること。 

す スタンドアロンシステム 他のシステムに依存せず独立して機能することができるシステムのこと。

た ダウンロード ネットワークを介して、「サーバ」に保存されているファイルやデータを

「クライアント」に転送すること。 

て データセンター 情報システムを運用するために必要となるコンピュータ、電源設備、空調

設備、セキュリティシステムなどを総合的に提供する施設。「インターネ

ットデータセンター」(IDC)とも呼ばれる。 

と ドキュメント 記録または記録された文書のこと。 

は パッケージソフトウェア 自治体における業務システムなど多くの利用者（自治体）が共通的に利用

すると見込まれる情報システムを汎用化して製品化したもの。「パッケー

ジ」または「パッケージソフト」とも呼ばれる。 

仕様に基づいて情報システムの全機能を新規に開発することと比べ、経費

面で有利になるとともに、他の利用者の要望で盛り込まれた機能を取り込

めるメリットがある。 

ふ プレゼンテーション 聴衆に対して情報、企画、提案を提示して説明する行為を指す。略して「プ

レゼン」とも呼称される。 

 プログラムソース プログラミング言語を用いて、コンピュータに何か有用な作業をさせるた

めの指示を書き上げることが「プログラミング」であり、書かれた指示の

羅列が「プログラムソース」である。「プログラムコード」とも呼ばれる。

 プロポーザル 提案企画または提案企画書のこと。 

へ 平準化 偏在するばらつきを、標準値に均す作業のこと。 
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 項目 説明 

ほ ホストコンピュータ 事務処理、科学技術計算、制御用などのソフトウェア次第で様々な用途に

利用することが出来る大型コンピュータのこと。 

「ホストコンピュータ」は、他のコンピュータと比較して高いセキュリテ

ィと信頼性があるが、システム全体が一社独占となり易いというデメリッ

トがある。 

ら ライセンス証書 ソフトウェアを販売する業者が購入者に対して許諾する、ソフトウェアを

使用する権利のことを「ライセンス」と呼び、ライセンスを許諾する書類

のことを「ライセンス証書」と呼ぶ。 

 ライフサイクル あるものが発生してから次のものへ代替わりするまでの期間を人生に例え

たもの。 

例えば、商品の「ライフサイクル」とは、製品の企画、設計、製造、販売、

使用、再生までの工程を指す。 
 

 


